（様式１）

令和　　年　　月　　日

（宛先）　三条市長

所在地
法人名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
令和７年度三条市特定施設入居者生活介護事業者公募申込書

このことについて、下記の提出書類を添えて応募します。　　　

記

１　応募する事業

	事業所の予定地
	三条市

	事業の種類
	（介護予防）特定施設入居者生活介護

	定員数
	60人

	事業開始予定年月日
	令和　　年　　月　　日


２　提出書類

⑴　法人の概要（様式２－１～様式２－４等）

⑵　法人の定款又は寄附行為

⑶　法人登記簿謄本

⑷　決算書等

⑸　指導監査、施設監査の結果の写し

⑹　誓約書（様式３）

３　施設整備の公的補助（予定）の希望の有無（どちらかに○）　　有　・　無

４　担当者連絡先

	法人名・所属
	

	担当者職・氏名
	

	連絡先
	住　所
	〒



	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	


（様式２－１） 

	法 人 名
	

	代表者名
	

	所 在 地
	

	認可年月日及び番号
	年　　 月　　 日　　 第　　　　 号

	法人の沿革
（事業開始に至る経緯及び開始後から現在に至る経緯）
※ 別紙可
	

	法人の実績
（過去の事業等についての実績）
※ 別紙可
	

	法人の基本理念、考え方
※ 別紙可
	


法人の概要
　※パンフレット等がある場合は、添付してください。

（様式２－２）
法人の役員等調書
	区 分
	氏 名
	生年月日
（年齢）
	住 所
	職 業
	他の公益法人の役員である場合法人名役職名
	社会福祉
関係従事歴
	学識経験（○印）
	地域福祉関係
（○印）
	施設長
（○印）
	その他
（○印）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　学識経験…社会福祉に関する、教育者、研究者、社会福祉事業又は社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者。公認会計士、税理士、弁護士等社会福祉事業の経営のうえで、専門知識を有する者 

※　地域福祉関係…社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団体の役職員。民生委員・児童委員。社会福祉に関するボランティア団体の代表者

（様式２－３）
法人の代表者履歴書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和　　年　　月　　日現在）
	ふりがな
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日生

	氏　　名
	
	
	

	現 住 所
	

	電話番号
	
	本 籍 地
	

	年・月
	学　　　　歴

	
	

	
	

	
	

	年・月
	職　　　　歴

	
	

	
	

	
	

	年・月
	社会活動暦

	
	

	
	

	
	

	年・月
	資　　　　格

	
	

	
	

	
	


上記のとおり相違ありません。

令和　　年　　月　　日　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式２－４）
既存施設及び事業の運営状況
１　介護保険サービス事業所
	事業種別
	施設等名称
	所　　在　　地
	事業者番号
	指定年月日
（開始年月日）
	サービス
提供地域
	定　員
	併設事業所

	
	
	
	
	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	
	（　　　　　　）　　　　　　　　　
	
	
	

	
	
	
	
	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	
	（　　　　　　）
	
	
	

	
	
	
	
	（　　　　　　）
	
	
	


※　複数ある場合は、事業種別ごとに代表的なものを１つ必ず記入し、その他はパンフレット等の添付に替えることが可能です。
２　その他の事業所
	事業種別
	施設等名称
	所　　在　　地
	定　員
	併設事業所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（様式３）
介護保険法第70条第２項各号及び第115条の２第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書
　

令和　　年　　月　　日
（宛先）三条市長
所 在 地
申請者
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
　申請者等が下記のいずれにも該当しない者であることを誓約します。
記
	【介護保険法第70条第２項】
都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号（病院等により行われる居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十号の二及び第十二号を除く。）のいずれかに該当するときは、第四十一条第一項本文の指定をしてはならない。

　一　申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。

　二　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十四条第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府　　県の条例で定める員数を満たしていないとき。

三　申請者が、第七十四条第二項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な居宅サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。

四　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三　申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第八十四号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。以下この号、第七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第三項第五号の三、第百七条第三項第七号、第百十五条の二第二項第五号の三、第百十五条の十二第二項第五号の三、第百十五条の二十二第二項第四号の三及び第二百三条第二項において「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。第七十八条の二第四項第五号の三、第七十九条第二項第四号の三、第九十四条第三項第五号の三、第百七条第三項第七号、第百十五条の二第二項第五号の三、第百十五条の十二第二項第五号の三及び第百十五条の二十二第二項第四号の三において同じ。）を引き続き滞納している者であるとき。

六　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。第五節及び第二百三条第二項において同じ。）又はその事業所を管理する者その他の政令で定める使用人（以下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三　申請者と密接な関係を有する者（申請者（法人に限る。以下この号において同じ。）の株式の所有その他の事由を通じて当該申請者の事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの（以下この号において「申請者の親会社等」という。）、申請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの又は当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有する法人をいう。以下この章において同じ。）が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七　申請者が、第七十七条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二　申請者が、第七十六条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第七十七条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。
八　第七号に規定する期間内に第七十五条第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

九　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

十　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十の二　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
十一　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第六号まで又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。
十二　申請者（特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。

【介護保険法第115条の２第２項】
２　都道府県知事は、前項の申請があった場合において、次の各号（病院等により行われる介護予防居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション若しくは介護予防短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十号の二及び第十二号を除く。）のいずれかに該当するときは、第五十三条第一項本文の指定をしてはならない。

一　申請者が都道府県の条例で定める者でないとき。

二　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の四第一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数を満たしていないとき。

三　申請者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護予防サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。

四　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の二　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六の三　申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

七　申請者が、第百十五条の九第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二　申請者が、第百十五条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の九第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

八　第七号に規定する期間内に第百十五条の五第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

九　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。

十　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第七号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十の二　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人で、その役員等のうちに第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。
十一　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第六号まで又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。
十二　申請者（介護予防特定施設入居者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第四号から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第九号までのいずれかに該当する者であるとき。


（様式４）
令和　　年　　月　　日
（宛先）三条市長
所 在 地
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
開設提案書
このことについて、下記書類を添えて提出します。
	応募者
チェック
	三条市
チェック
	提出書類名
	様　　式

	□
	□
	１
	開設提案書
	様式４

	□
	□
	２
	開設計画書


	様式５

	□
	□
	３
	事業スケジュール
	様式６

	□
	□
	４
	事業計画書
	様式７

	□
	□
	５
	事業運営
	資金計画書
	様式８－１

	
	
	
	
	借入金内訳書
	様式８－２

	
	
	
	
	収支見込予算書シミュレーション
	様式９

	
	
	
	
	利用料金表
	様式10

	□
	□
	６
	建設予定地計画書等
	様式11-１

様式11-２

	□
	□
	７
	従事予定職員関係
	様式任意


（様式５）
開設計画書
	施設の名称（仮称）
	

	施設の設置予定場所
	三条市

	事業計画
	　１　着　工　　　　令和　　年　　月　　日
　２　竣　工　　　　令和　　年　　月　　日
　３　開　設　　　　令和　　年　　月　　日

	資金計画
	１　総事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　用地費　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　千円
建築費（設計、設備費等を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　千円
内　訳　　備品費　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　千円
運転資金　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　千円
その他　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　千円
　２　資金計画
⑴　自己資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円
⑵　借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円
⑶　補助金等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円
　　⑴＋⑵＋⑶　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　千円
　３　資金計画内訳
　　⑴　資金計画書　　　　様式８－１
　　⑵　借入金の内訳　　　　様式８－２

	施設の概要
	１　特定施設の種類　（※該当項目にレ点）
　　☐　有料老人ホーム

　　☐　有料老人ホームの要件を満たすサービス付き高齢者向け住宅

　　

整備計画

定員数

居室数

特定施設入居者生活介護

60人

戸

２　計画定員数等

※その他の介護保険サービス事業所を併設する場合、空欄に記入してください。

	構造・設備
	新築・増築・改修の別　　　　　　　　　　
敷地面積　　　　　　　　　㎡
建築面積　　　　　　　　　㎡　　　　　　　延床面積　　　　　　　　　㎡
構　　造　　　　　　　造　　　　　階建て
□耐火建築物 　□準耐火建築物　 □その他（※該当項目にレ点）

スプリンクラー設備の設置　　□有　　　□無（※該当項目にレ点）

スプリンクラー設備設置の義務　　□有　　　□無（※該当項目にレ点）
※その他詳細について「平面図」等別紙資料を添付してください。




（様式６）
事業開設までのスケジュール計画表
下記事項を踏まえ、全体の流れが把握できるように作成してください。
	項　　　　目
	令和７年度
	令和８年度

	
	４
月
	５
月
	６
月
	７
月
	８
月
	９
月
	10

月
	11
月
	12
月
	１

月
	２

月
	３
月
	４
月
	５
月
	６
月
	７
月
	８
月
	９
月
	10

月
	11月
	12
月

	住民同意
	自治会同意
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	住民同意
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	用　　地
	契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	所有権移転
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	開発行為等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	建築確認等
	建築確認申請
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	消防協議
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設計業務
	基本設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	実施設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	建　　設
	着工
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	竣工
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	備　　品
	積算・発注
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	納品
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	職員採用
	募集・採用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	研修
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　項目及び記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。

（様式７）

事業計画書
	１　応募の理由等
	

	２　運営理念
	【法人の運営理念】



	
	【本事業の運営理念】



	３　サービス提供の基本方針
	【サービスの質を向上させるための目標・方策】



	
	【利用者本位の視点に立った具体的なサービス提供の内容】



	
	【利用者の状態、意向に配慮したサービス計画作成の考え方】



	
	【認知症ケアに対する考え方】




	３　サービス提供の基本方針
	【身体的拘束に対する考え方】



	
	【緊急時の対応】



	
	【自己評価や第三者評価（外部評価）に対する考え方】



	
	【利用者の要介護状態の軽減等への取り組みについて】



	
	【自立支援のための具体的な方策】



	
	【地域包括ケアと介護・医療連携についての考え方】

	
	【地域共生社会に関する考え方】

	
	【その他（法人独自の考え方）】



	４　利用者の処遇
	

	５　他事業所との連携
	

	６　利用者の保護等
	【個人情報の管理に対する考え方及び個人情報保護の措置についての職員への周知方法】



	
	【プライバシーへの配慮に対する考え方】



	
	【その他（法人独自の考え方）】



	７　防災対策等
	【防災への対応策（計画・訓練・非常災害の際の連携体制）】



	
	【防犯への対応策】



	
	【その他（法人独自の考え方）】



	８　衛生管理


	【食中毒、感染症予防への方策】



	
	【その他（法人独自の考え方）】



	９　苦情処理
	【苦情処理の体制及び考え方】

	10　事故防止・安全対策等
	【利用者の事故防止、虐待防止及び事故発生時の対応】



	
	【損害賠償】



	
	【その他（法人独自の考え方）】



	11　利用者の決定等
	【入居申込者の決定基準及び退居時の条件】

	12　地域との連携

12　地域との連携
	【開設に当たっての地域住民への理解を得るための方策】



	
	【利用者と地域住民の交流を図る方策】



	
	【ボランティアの受入体制】

	
	【運営懇談会等に関する考え方】



	
	【協力医療機関等との連携】



	
	【地域包括支援センターとの連携】



	
	【三条市との連携】



	
	【地域交流スペース（設置の有無、具体的な活用方法）】



	
	【その他（法人独自の考え方）】


（様式８－１）
資金計画書
１　建築の形態（単独／併設・合築の状況）
	区　　　分
	延床面積（㎡）
	割合（％）

	（介護予防）特定施設入居者生活介護事業所
	㎡
	％

	その他合築施設（種類：　　　　　　　　　　　　　）
	㎡
	％

	計
	㎡
	％


　※共有部分の算定に当たっては、専有床面積の総和に対する当該専有床面積の割合により按分すること。
２　設置に係る総事業費（合築のない場合は「総事業費」欄のみを記入）
⑴　事業費内訳（下記を参考に、必要事項を記載し、事業費内訳が把握できるように作成してください。）
（単位：千円）
	項　　　目
	総事業費
	うち当該特定施設入居者生活介護に係る事業費（他施設との合築の場合）
	備　考

	土地取得関係費
	
	
	

	内　訳
	土地購入費
	
	
	

	
	土地権利費（敷金等）
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	建物建設関係費
	
	
	

	内　訳
	建築工事費
	
	
	

	
	設計費
	
	
	

	
	外構工事費
	
	
	

	
	造成工事費
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	その他
	
	
	

	内　訳
	備品購入費
	
	
	

	
	運転資金
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	計
	
	
	


※　項目及び記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。
　　

⑵　財源内訳（下記を参考に、必要事項を記載し、財源内訳が把握できるように作成してください。）
（単位：千円）
	項　　　目
	総事業費
	うち当該特定施設入居者生活介護に係る事業費（他施設との合築の場合）
	備　考

	自己資金
	
	
	

	内訳
	法人預金
	
	
	

	
	その他（　　　　　　　）
	
	
	

	補助金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	その他
	
	
	

	内　訳
	寄附金
	
	
	

	
	出資金
	
	
	

	
	その他（　　　　　　　）
	
	
	

	財源内訳計
	
	
	


　※　項目及び記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。
　　※　自己資金、寄附金など収入に関する資金の確保について確認できる書類（建設資金・運転資金贈与確約書、預金残高証明等）を添付してください。
　　
（様式８－２）
借入金内訳書
	借入先
	借入金額
	資　金　の　使　途

	
	
	


※　次の書類を添付してください。
１　融資確約証明書等（写しでも可。）
２　借入先ごとの借入金の償還（返済）計画書（様式任意）

（様式９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　収支見込予算書シミュレーション
下記を参考に、適宜項目を追加し、必要事項を記入の上、収支見込予算が把握できるように作成してください。
（単位：円）
	項　　　　目
	１年目
R○.○～○.○
	２年目
R○.○～○.○
	３年目
R○.○～○.○
	備　　　　　考

	稼働率
	％
	％
	％
	

	＜収入＞

	介護保険報酬
	
	
	
	要介護度　　（平均要介護度）
本人負担を含める。

	光熱水費
	
	
	
	

	家賃
	
	
	
	

	食費
	
	
	
	

	その他の日常生活費
	
	
	
	

	寄附
	
	
	
	

	補助金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	収入計　　　　　Ａ
	
	
	
	

	＜支出＞

	給与費
	
	
	
	

	福利厚生費
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	内容:

	事務経費
	
	
	
	

	地代等
	
	
	
	

	支払利子等
	
	
	
	

	利用者実費負担費用
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	内容:

	支出計　　　　　Ｂ
	
	
	
	

	減価償却前損益
Ｃ=Ａ-Ｂ 
	
	
	
	

	減価償却費　　　Ｄ
	
	
	
	

	減価償却後損益
　　　　　Ｅ=Ｃ-Ｄ
	
	
	
	

	税金関係　　　　Ｆ
	
	
	
	法人税、固定資産税等

	税引後損益
Ｇ=Ｅ-Ｆ 
	
	
	
	

	借入金元金返済　Ｈ
	
	
	
	

	余剰金
Ｉ=Ｃ-Ｆ-Ｈ 
	
	
	
	

	前年度繰越金　　Ｊ
	
	
	
	

	翌年度繰越金
Ｋ=Ｊ＋Ｉ 
	
	
	
	


※　開設後の事業運営に係る経費等について記載してください。（施設整備費用は含めないで　　　　　　　　　　ください。）

※　福利厚生費については、サービス事業所の会計とは別に、母体法人で負担する場合は、その旨を記入してください。
※　利用者実費負担費用は、利用者本人が負担する額に係る支出（例：オムツ代を実費負担とする場合等）の合計を記入してください。

※　１年目から12か月単位で作成してください。
（様式10）
利用料金表　
	料金の方式
	　□月払い方式　　　　□一時金方式　　　　□月払い・一時金併用方式

※該当にレ点

	入居一時金
	有　　※一時金の内訳を記入

・一時金（　　　　　　　　円）

・敷金　（　　　　　　　　円）

・礼金　（　　　　　　　　円）

・その他（　　　　　　　　円）
	無

	
	有の場合、償却の有無　　　有（期間　　　年）　・　無

	家賃（居住費）
	円（月　額）

	食費
	日額（　　　　円）　×　３０日　＝　（　　　　　　　円）

	光熱水費
	円（月　額）

	管理費・共益費
	円（月　額）

	日常生活費・その他
	円（月　額）

	特記事項
	


※　実費徴収するものを除き、入居者から一律徴収する料金について記入してください。
※　家賃（居住費）、食費、光熱水費、管理・公益費及び日常生活費・その他の算定根拠を添付してください。
（様式11-１）
建設予定地計画書
	所在地
	

	敷地面積
	

	建設用地の概要

	１　建設用地の法規制等

	
	都市計画区域
	□ 市街化区域　　（用途地域：　　　　　　　　　　　　　　）
□ 市街化調整区域　　　　　□ 都市計画区域以外

	
	用地の法規制
	□ 有　　　　　□ 無

	２　建設用地の確保方法・時期

	　
	確保方法
	□ 法人所有　　　□ 購　入　　　□ 借　地　　　□ 寄　附

	
	確保時期
	　令和　　年　　月

	⑴　法人所有の場合

	　
	現在の状況
	　　　　　　　　　　　　　　（登記上の地目:　　　　　　　　　　　　）

	⑵　購入の場合

	　
	契約の相手方
	　

	
	現在の状況
	　　　　　　　　　　　　　　　（登記上の地目:　　　　　　　　　　　　）

	
	予定価格
	円

	⑶　借地の場合

	
	土地所有者
	

	
	現在の状況
	　　　　　　　　　　　　　　　（登記上の地目:　　　　　　　　　　　　）

	
	契約期間
	年

	
	賃借料
	保証金　　　　　　　　円　　　　　借地料　　　　　　　　円／月

	⑷　寄附の場合

	　
	寄附の相手方
	　

	
	現在の状況
	　　　　　　　　　　　　　　　（登記上の地目:　　　　　　　　　　　　）

	
	寄附までの経緯
	

	引渡期限
	令和　　年　　月　　日

	抵当権等の状況
	有　・　無　

※有の場合は抵当権の抹消の方法・時期等を任意様式により記載し、添付してください。


（様式11‐２）
建設予定地計画書（周辺状況）
	１　交通利便性について

	
	公共交通機関
	①最寄のバス停　　名称：　　　　　　　　　　　
距離：　　　　　　　　ｍ　　
徒歩：　　　　　　分程度
②最寄の駅　　　　名称：　　　　　　　　　　　
距離：　　　　　　　　ｍ　　
徒歩：　　　　　　分程度
※徒歩は、道路距離80ｍにつき１分要するものとして算出してください。

	
	施設駐車場
※職員等施設労務従事者分を除く
	①施設（建物）全体の利用者に係る総駐車台数：　　　　　台　
②（介護予防）特定施設入居者生活介護事業所に係る駐車場の有無　

　□専用、　□兼用、　□無　※該当にレ点
　　上記の台数：　　　　　台
※駐車場台数は、いずれも職員等施設労務従事者分を除いて記載してください。

	
	その他特記すべき事項
	

	２　日常生活の利便性について

	
	利便に資する
施設の整備
	①最寄の病院　　　　名称：　　　　　　　　　　　
距離：　　　　　　　　ｍ
徒歩：　　　　　　分程度
②その他施設　　　　名称：　　　　　　　　　　　
距離：　　　　　　　　ｍ
徒歩：　　　　　　分程度
※徒歩は、道路距離80ｍにつき１分要するものとして算出してください。

	
	その他特記すべき事項
	

	３　当該計画地を選定した理由及び特記すべき事項
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